令和４年度実地指導結果について（訪問型）
１　実施期間　　令和４年９月から11月
２　事業所数　　６事業所
〇指導結果（文書指導）
	項目
	区分①
	区分②
	件数

	介護保険法
	変更の届出
	届出日
	１件

	運営
	運営規程　※１
	実施地域
	２件

	
	サービス計画
	アセスメント
	２件

	合計
	５件


〇指導結果（口頭指導）
	項目
	区分①
	区分②
	件数
	

	運営
	説明・同意・契約　※１
	契約書等の不備
	５件
	

	
	サービス計画
	サービス内容
	２件
	

	
	運営規程　※２
	運営規程等の不備
	２件
	

	
	非常災害対策
	マニュアル
	２件
	

	
	掲示　※３
	運営規程等
	５件
	

	
	サービスの質
	研修・広告
	２件
	

	
	記録
	記録の保管
	1件
	

	合計
	19件
	


※１　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第29条に規定する運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。（平成11年厚生省令第37号第８条）
※２　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下この章において「運営規程」という。）を定めておかなければならない。（平成11年厚生省令第37号29条）
　　　１　事業の目的及び運営の方針
　　　２　従業者の職種、員数及び職務の内容
　　　３　営業日及び営業時間

　　　４　指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額
　　　５　通常の事業の実施地域
　　　６　緊急時等における対応方法
　　　７　その他運営に関する重要事項
※３　指定訪問介護事業者は、指定訪問介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、訪問介護員等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。（平成11年厚生省令第37号第32条）
〇その他
感染症対策、高齢者虐待防止や業務継続計画の策定については、令和６年４月１日より義務化されることから、取り組みの準備を進めてください。
令和４年度実地指導結果について（通所型）
１　実施期間　　令和４年９月から11月
２　事業所数　　９事業所
〇指導結果（文書指導）
	項目
	区分①
	区分②
	件数
	


	運営
	説明・同意・契約　※１
	契約書等の不備
	１件
	

	
	サービス計画
	アセスメント
	１件
	

	
	運営規程
	運営規程等の不備
	３件
	

	
	緊急時の対応※２
	マニュアル
	２件
	

	
	記録
	記録の整備
	１件
	

	
	秘密保持　※３
	記録の保管
	２件
	

	合計
	10件
	


〇指導結果（口頭指導）
	項目
	区分①
	区分②
	件数
	

	設備
	設備
	非常口段差解消
	２件
	

	運営
	説明・同意・契約　※１
	契約書等の不備
	11件
	

	
	居宅サービス事業者等の連携
	会議のオンライン化
	２件
	

	
	サービス計画
	サービス計画の不備
	４件
	

	
	
	サービス内容
	３件
	

	
	
	アセスメント
	１件
	

	
	運営規程
	運営規程等の不備
	１件
	

	
	非常災害対策　※２
	マニュアル
	３件
	

	
	
	避難訓練
	３件
	

	
	掲示
	運営規程等
	５件
	

	
	苦情対応
	記録の整備
	１件
	

	
	サービスの質
	研修・広告
	１件
	

	
	記録
	記録の整備・保管
	３件
	

	
	秘密保持　※３
	記録の保管
	１件
	

	合計
	41件
	


※１　指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第29条に規定する運営規程の概要、通所介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。（平成11年厚生省令第37号第８条、105条）
※２　指定通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。（平成11年厚生省令第37号第103条）

※３　指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。（平成11年厚生省令第37号第33条第２、105条）
〇その他
感染症対策、高齢者虐待防止や業務継続計画の策定については、令和６年４月１日より義務化されることから、取り組みの準備を進めてください。
集団指導会【資料２】


令和５年７月14日（金）


一関地区広域行政組合
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